
多摩区におけるソーシャルデザインセンター運営費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、多摩区におけるソーシャルデザインセンター（以下「Ｓ

ＤＣ」という。）に関する協定に基づき、ＳＤＣの運営を行う団体に対し、

予算の範囲内で補助金を交付し、もって「多摩区におけるソーシャルデザ

インセンター開設案」に掲げる理念の達成に寄与することを目的とする。 

（定義）  

第２条 この要綱において、補助金とは、ＳＤＣの運営に対して、市が交付

するものをいう。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の対象となる経費は、原則としてＳＤＣの運営に要する次の

経費とする。 

(１) ＳＤＣ開設場所の管理運営に係る経費 

(２) 相談・活動支援に係る経費 

(３) 情報収集・発信に係る経費 

(４) 調査・研究・実験・課題解決の実践に係る経費 

(５) 人材育成に係る経費 

(６) ネットワーク構築・交流促進に係る経費 

(７) その他市長が認めるもの 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付の申請をしようとする者は、次の各号に掲げる事項を

記載した申請書を市長に提出しなければならない。 

(１) 名称、住所及び代表者の氏名 

(２) 補助事業の目的及び内容 

(３) 補助事業の経費の配分及び使用方法、補助事業の完了の予定日その他 

補助事業の遂行に関する計画 



(４) 交付を受けようとする補助金の額及びその算出基礎  

(５) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の申請書には、次に掲げる事項を記載した書類を添付しなければな

らない。 

(１) 事業計画書  

(２) 補助事業に係る収支予算書又はこれに代わる書類  

(３) その他市長が必要と認める書類  

（交付の決定及び交付の条件） 

第５条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、当該申請の書

類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その内容を審査し、補

助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定する

ものとする。 

２ 市長は、前項の補助決定にあたり、必要があると認めるときは、条件を

付することができる。 

（決定の通知） 

第６条 市長は、補助金の交付を決定したときは、速やかにその決定内容及

びこれに条件を付した場合にはその条件を、補助金の交付を申請した者に

通知するものとする。 

（補助金の交付等） 

第７条 市長は、前条の決定を行ったのち、補助金の交付を申請した者から

の請求に基づき、補助金を分割し、かつ概算払いで交付することができる。 

 （市内中小企業者への優先発注） 

第８条 補助金の交付を受けた者は、補助金等の交付決定額が１，０００，

０００円を超え、かつ補助事業等に係る工事の発注、物品及び役務の調達

等を行う場合において、次のいずれかに該当するときは、市内中小企業者

（川崎市補助金等の交付に関する規則（平成１３年３月２１日規則第７号）

第５条第２項にいう中小企業者。以下同じ。）により入札を行い、又は２



者以上の市内中小企業者から見積書の徴収を行わなければならない。ただ

し、市長が契約の性質上これらの方法により難いと認める場合又はその必

要がないと認める場合は、この限りでない。 

(１) １件の金額が１，０００，０００円を超えるとき。 

(２) その他市長が必要と認めるとき。 

２ 補助金の交付を受けた者は、市内中小企業者から見積書を徴収する場合    

は、市内中小企業者であることの誓約書（第１号様式）を提出させるもの

とする。ただし、川崎市の競争入札参加資格者有資格者名簿に登載され地

域区分が市内かつ企業規模が中小として搭載されている者、又は当該補助

事業者に対して直近の４月１日以降に記載内容（住所、商号又は名称、代

表者職氏名、資本金の額、職員総数）に変更がない誓約書を提出した者を

除く。 

３ 本条第１項ただし書の規定により、市内中小企業者による入札又は２者

以上の市内中小企業者から見積を徴収し難い事由がある場合には、入札

（見積り）が行えないことに係る理由書（第２号様式）を提出するものと

する。 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付を受けた者は、補助事業が完了したときは、補助事業

の成果及び補助金に係る収支計算に関する事項を記載した実績報告書に

加えて、発注実績報告書（第３号様式）、前条第３項に規定する入札（見

積り）が行えないことに係る理由書、その他市長が必要と認める書類を添

付して市長に報告しなければならない。 

２ 前項に定める発注実績報告書については、対象経費のうち、１件の金額

が１，０００，０００円を超える支出となる案件について記載するものと

し、前条第１項の規定により市内中小企業者による入札、又は２者以上の

市内中小企業者から見積書を徴収した場合は、結果の分かる書類の写しを

添付するものとする。 



（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の報告を受けた場合において、その報告に係る補助

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合す

ると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金の交付を受け

た者に通知するものとする。 

（交付決定の取消） 

第１１条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(３) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基

づき市長が行った指示若しくは命令に違反したとき。 

(４) 補助金の対象となる事業を中止又は廃止したとき。 

(５) 川崎市暴力団排除条例（平成２４年川崎市条例第５号）第７条に規定

する暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を

有すると認められるものであるとき。 

(６) 神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３

条第１項又は第２項の規定に違反したとき。 

(７) 第８条又は第９条の規定に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１２条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事

業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、

期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を受けた者に交付すべき補助金の額を確定した場

合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を

定めて、確定額を超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。 



（書類等の整備） 

第１３条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明ら

かにした帳簿を備え、証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する

市の会計年度の翌年から５年間保管しなければならない。 

３ 市長は、必要があるときは、補助金の交付を受けた者に対し、前項の書

類の提出を求めることができる。 

（その他） 

第１４条 その他この要綱に定めのないものについては、川崎市補助金等の

交付に関する規則（平成１３年川崎市規則第７号）による。  

附 則  

この要綱は、令和元年１２月１６日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年３月３０日から施行する。 








